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ユーザーの意見を聞く懇談会開催概要 

     

 

１ 日 時    平成２４年１０月２日（火）  １２：４５～１６：１０ 

２ 場 所    長野市南石堂町１３４６ 

             ホテル メトロポリタン長野 ３Ｆ 浅間の間 

３ 出席者    ○ ユーザー代表者  １６名 

             ○ 助言者  ７名  長 野 県 環 境 部 温 暖 化 対 策 課 

                        長 野 県 環 境 部 廃 棄 物 対 策 課 

                        長野県警察本部交通部交通企画課 

                        北 陸 信 越 運 輸 局 長 野 運 輸 支 局 

                       （一社）日本自動車販売協会連合会 

                       （一社）日 本 自 動 車 連 盟 長 野 支 部 

                       （一財）日本自動車査定協会長野県支所 

             ○ 司会者  １名 

             ○ 協 会  協会長以下７名 

               ○ 事務局  ７名 

             ○ 記録係  １名 

                

                                合計 ３９名 
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懇 談 会 次 第 

 

  １ 開会のことば                          仁科副理事長 

    ２ 主催者あいさつ                         宇都宮理事長 

    ３ 出席者紹介 

  ４ 協会の概況説明                         上原専務理事 

 

    ５ 意見交換 

(1) 地球温暖化防止のための次世代自動車（低燃費・低公害車）の買換普及に対する要望・意見について  

(2) 車の安全確保のための車輌整備点検等に対する要望・意見について 

(3) 交通事故防止活動とロードサービスに対する要望・意見について 

(4) 使用済自動車を資源活用した自動車リサイクルに対する要望・意見について 

 

    ６ 閉会のことば                          宇都宮副理事長 
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出 席 者 名 簿 

 

  １ ユーザー代表（１６名） 

    松 本 市  小  野  智  美    長 野 市  小 林 一 夫   長 野 市  武 内  浩 

    長 野 市  江 森 澄 人    池 田 町  窪 田 佳 純   須 坂 市   柗 本 一 男 

    松 本 市  高 見 澤 正 和    千 曲 市  渡 辺 光 明   長 野 市  松 永 美 樹 

安曇野市  牧 田 仁 子    上 田 市  太 田 雅 浩   長 野 市   佐 藤 牛 朗 

    長 野 市  北 原 孝 幸    長 野 市    大 島  武   長 野 市  内 山 美 貴 子 

    長 野 市  玉 木 由 美 

 

  ２ 行政機関（４名） 

    長 野 県 環 境 部 温 暖 化 対 策 課   松 本 準 樹 

    長 野 県 環 境 部 廃 棄 物 対 策 課   小 林 大 嗣 

    長 野 県 警 察 本 部 交 通 部 交 通 企 画 課 指 導 官   唐 沢 正 典 

    北陸信越運輸局長野運輸支局陸運技術専門官   山 口 義 典 
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  ３ 司会進行 

    長野朝日放送報道制作局   松 坂 彰 久 

  ４ 協会役員 

    理 事 長  宇都宮   保   長 野 ト ヨ ペ ッ ト 株 式 会 社 社 長 

    副理事長  仁 科 良 三   株式会社ホンダカーズしなの社長 

    副理事長  宇 都 宮 進 一   長 野 トヨ タ自動 車 株式 会社社 長 

    副理事長  和 田 晶 宜   株式会社長野ダイハツモータース社長 

    理 事  唐 沢 英 二   株 式 会 社 甲 信 マ ツ ダ 社 長 

    理 事  増 田   勝   株式会社ホンダカーズ長野中央会長 

    理 事  長 澤 一 臣   松 本 日 産 自 動 車 株 式 会 社 社 長 

  ５ 協会事務局関係 

    自 販 連 業 務 部 長   齋 藤 道 郎   JAF 所長  田 中   靖   査定協会事務長  若 林 盛 太 

    専務理事  上 原 英 二   事務局長  清 水 金 五   経理部長  花 岡   洋 

1  １ 業務部長   湯 本 芳 人   ＲＣ所長   山口 今朝雄    総務主任  末 政 和 子 

センター職員  高 橋 朋 子    

  ６ 記録係 

    テスコ株式会社長野支店  
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【協会長あいさつ】 

 ただいまご紹介頂きました一般社団法人長野県自動車販売店協会理事長を務めております宇都宮でございます。よろしくお

願いいたします。 

皆様方には大変なにかとお忙しい中を私ども協会が主催いたします「ユーザーの意見を聞く懇談会」に県下各地よりご出席

頂き、協会を代表して心から御礼申し上げます。昨年は3月11日の東日本大震災や福島原発事故で多くの方が震災の被害に

見舞われいまだ復興の道半ばでございますが、家族地域の絆を大切に未来に希望をもてる社会を築きたいものです。 

早速ではございますが、当協会の概要についてご説明いたします。協会の母体は昭和31年3月に県内で国産自動車を販売

している15社により長野県自動車販売店協会を設立したのが最初でございます。その当時は長野県内の自動車は軽４輪自動

車を含め約22,000台余りでございました。しかし、現在は長野県の自動車保有台数は約187万台となり、当時と比べて約85

倍に普及し、１世帯あたり2台から3台保有する状況となりました。そして、車は日常生活において切り離せない重要な必需

品となっております。現在の協会員は12メーカー系列の県下自動車販売ディーラー29社で構成されており、長野県下に385

店舗、従業員は約6000名が自動車の販売、点検整備業などを行っております。私ども自動車販売業界も大変大きな事業団体

となりました。しかし、自動車に関連する様々な社会問題、例えば多発する交通死亡事故の発生や地球温暖化の防止対策など

の環境問題が大きな社会問題として提起されております。そういった観点から、自動車の販売を通して地域社会に少しでもお

役に立ちたいとの考えに基づき、平成3年6月に社団法人長野県自動車店協会を設立し活動を続け、昨年4月の広域法人制度

改革に伴い一般社団法人長野県自動車販売店協会を設立し移行いたしました。 
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一般社団法人長野県自動車販売店協会の活動は、自動車販売事業とは別に、交通事故防止を始めとした地域安全活動や、国、

県等が主催する、地球温暖化防止対策等に積極的に参加支援するなど、交通安全活動と環境保全活動等広域活動を行い地域社

会に貢献するために取り組んでいるところでございます。特に交通安全教室は平成4年から20年にわたり県下の保育園、幼

稚園、小中学校、高齢者などを対象に開催しており、その間の開催数は665回、延べ18万4000人の方を対象に実施してまい

りました。 

また平成7年に自動車販売に携わるものとして、廃棄自動車の最終処分までが社会的責任であるという理念の下に、協同組

合長野県中古自動車リサイクルセンターを東御市に設立し、使用済自動車の回収と使用済自動車のリサイクル再資源化、環境

保全活動に努めております。平成23年度使用済み自動車の解体処理台数は、4,526台で96％の再資源化を図っております。 

また、本年初めてでありますが、6月2日、3日に長野市エムウェーブにおきまして、交通安全と環境をテーマに「信州カ

ーフェスタ2012」を開催し、両日で19,300名の方がご来場され、ご理解とご支援をいただきました。 

本日の懇談会も当協会の事業活動の一環として実施している事業でございます。本年で20回目を数えまして、車をご利用

頂いておりますユーザーの皆様から直接色々なご意見、ご要望などをお聞きして今後さらに地域社会への貢献に広く役立たせ

てまいりたいという趣旨で開催しているものでございます。この懇談会の結果につきましては、協会のホームページに公開す

るほか、冊子にまとめて全会員ディーラー並びに関係各方面にもお配りし、有効活用を図っていきたいと思っておりますので

よろしくお願い申し上げます。この後皆様方から事前にご質問やご要望の用紙をお寄せいただいておりますが、ご意見等の中
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に行政に対する問題や、質問等もございましたので、本日は公務大変ご多忙の中長野県環境部温暖化対策課、並びに廃棄物対

策課、また、長野県警察本部交通部交通企画課、また北陸信越運輸局長野運輸支局からそれぞれ担当官にご出席いただいてお

ります。また、当協会の上部団体でございます、一般社団法人日本自動車販売協会連合会とユーザーの皆様方と直接関係があ

ります、一般社団法人日本自動車連盟長野支部、一般社団法人日本自動車査定協会長野県支所からも担当者にご出席を願い、

それぞれの関係する事項につきまして、ご助言を頂くこととなっておりますので、どうぞお気軽にご意見等をお寄せいただけ

ればと思います。それでは、皆様から活発なご意見ご質問をお聞きし、安全で快適な車社会作りのために意義のある懇談会と

なりますよう、皆様方のご協力をお願い申し上げまして、私の挨拶に換えさせていただきます。どうもありがとうございまし

た。 
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【平成２４年度ユーザーの意見を聞く懇談会まとめ】 
                                                               （質問者の敬称は省略させていただきます。） 

１ 地球温暖化防止のための次世代自動車（低燃費・低公害車）の買換普及に対する要望・意見について 

質 問 者 質     問     要     旨 回          答          要          旨 

武  内  浩 

 

 

 

 

高 見 澤 正 和 

 

 

 

 

 

 

 

小 林 一 夫 

 

 

 

牧 田 仁 子 

 

 

 

岡 田 好 司 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自動車税の廃止。極めて不合理な二重課税とな

っているのではないですか。自動車取得税と自動

車重量税の廃止を要望します。 

 

 

○ 価格の値下げと自動車取得税の廃止、車両本体

価格の引き下げの努力をして欲しい。自動車取得

税の廃止を業界一丸となってやって欲しい。 

○ 冬場のトラブルということで「発電用と暖房用

の小型エンジンを別に組み込むことは難しいで

すか。」 

 

 

○ ２重課税の廃止「消費税と自動車取得税の二重

課税は納得できません。」 

 

 

○ 減税・免税対策は今後も続けていってほしいと

思います。 

 

 

○ エコカー減税の復活など税金面での優遇もお願

いしたいです。 

 

 

 

 

 

 

（協会  宇都宮理事長） 

最初に武内浩様、高見澤様、また小林様、牧田様。この４名の方が大体同じような内

容ですので、私のほうから大まかにご説明申し上げます。 

まず地球温暖化防止の次世代自動車。低燃費、低公害車について。日本は燃料をほと

んど輸入しておりますので、低公害車につきましては世界の中でも初期に取り組み、技

術の進んだ国だと思います。 

それと同時にもう一つ、自動車税の問題でございますが、日本の自動車税は複雑多岐

にわたっていて簡素化されていない。ユーザーが自動車を購入する際に支払う税金（取

得税・消費税）、また、保有段階（自動車税・軽自動車税）、車検の時に支払わなければ

ならない税金（自動車重量税）、走行段階で払う税金（ガソリン・軽油等燃料に対する

税金）と色々な税金を納めております。取得方法も、国が直接取り立てないで整備会社

や自動車ディーラーから県や国に納める税金と、お客様が直接納める税金とがありま

す。税金の納入方法についてはその国々で違いますが、日本は国が直接若しくは間接的

に取るという大変複雑な機構になっております。 

自動車関係諸税の概要として、（取得段階）車を取得した際に支払う税金“自動車取

得税”（都道府県税）と車両購入時に支払う“消費税”。これが取得段階で２つです。 

（保有段階）保有している自動車に対して毎年支払う“自動車税”（都道府県税）。長

野県の保有車両数は 185 万台強ですが、その保有者が支払う税金です。また 2 年に 1

回の車検の度に払わなくてはならない“自動車重量税”（国税）。これは県も国も必ず取

得できる税金です。自動車を買わなければ税金はかかりませんが、保有している人には

かかるのです。これは自動車保有ユーザーには大変な負担となっています。その他にも、

（走行段階）自動車を動かすのに必要な燃料に対して支払う税金“揮発油税”、“地方揮

発油税”、“軽油取引税”、“石油ガス税”、“燃料費税”、これが自動車の走行段階にかか

る税金です。 

これが他国で例えると、アメリカでは“自動車税”及び“小売り売上税”の２種類し

かない。フランスでも“付加価値税”と“登録税”の２種類と、このように簡素化され

ている。ドイツも“付加価値税”と“自動車税”。大体ヨーロッパは同じです。英国も

そうです。日本だけが複雑多岐に渡り税金を多く取れるような仕組みになっています。

特に自動車税についてはヨーロッパの３倍程度。アメリカの税金に対しては何十倍とい
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う高い税金となっていますので、当然皆様方から二重課税の廃止と言った要望がでる。 

その中でも自動車取得税は、昭和 43 年に暫定で創設された税金です。現在までの間、

多少の税率変更はありましたが、平成 21 年 4 月に目的税から普通税に改正され使途制

限が廃止されました。自動車重量税についても昭和 46 年に創設され、税の内訳として

国税 75％、地方税 25％と分けられております。また、重量税についても普通税とされ

ており従来の道路特定財源から一般財源化されたことにより課税根拠が失われていま

す。 

全国の自動車税制改革フォーラム構成団体 21 団体は（日本自動車連盟（ＪＡＦ）を

始め、商工会議所、自動車工業会、自動車販売店協会、全国自家用自動車協会、部品協

会、輸入自動車組合、全国軽自動車連合会、日本リース協会、中古車の関係、整備員の

関係、トラック協会、バス協会、全国通運連名、等の 21 団体）二重課税の廃止を国に

陳情をしております。詳細については、「25 年度の税制改正に関する要望書」のとおり、

要望事項の最初に「平成 21 年度から道路特定財源はその課税根拠や税率を見直しせず

に一般財源化されました。これにより本来国民が公平に負担すべき教育や社会保障等の

一般財源について、自動車ユーザーだけが特定の負担を強いられ、かつ移動手段を自動

車に頼らざるを得ない地方世帯が都市世帯よりも大きな負担を強いられている。」とい

うような要望事項を提出するということになっております。 

特に重量税、自動車税については、地方への負担が高く、地方の場合ほど世帯あたり

の保有台数が多い。長野県では 1世帯当たり２台から３台持っているのが当たり前です

が、都会では交通機関が発達していて、車を持たない人が結構多い。長野県は山間僻地

ですので、通勤にも必要であるし、農家でも車は必要です。少しはずれた郊外に行きま

すと３台から４台持っている世帯が多く、車検の度に、重量税などの税金を払わなくて

はならない事から、世帯あたりの台数が多いほど負担が重くなっています。 

それから、エコカー減税やエコカー補助金につきましては、一時的な政策であり、そ

れよりも税金を安くしていただいた方が、長野県の車を保有しているユーザーに貢献す

ると思います。 

エコカー減税につきましては、クリーンエネルギー減税、クリーンディーゼル減税と

があります。これは、平成 26年から 27年まで続くようになっております。これは車種

により、50％とか 25％と減税額が違いますので、お車を買うときにはセールスに良く

聞いていただき、お買い求めいただければと思います。 

 

次に、価格の値下げと取得税の廃止について。取得税の廃止につきましては、今申し

上げたような状況でございます。高見澤様の価格の値下げの問題ですが、「量産効果な

どによる製造コストの削減で、何よりも車両本体価格の引き下げ努力をして欲しい。」
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もちろん私どももそのように願ってメーカーにもお願いをしております。ですから、電

気自動車も沢山つくれば作るほど安くなってくるだろうと思います。ハイブリッドも当

初の頃より、3割以上安くなってきております。これがもっともっと国内、海外で売れ

れば安くなるだろうと思います。メーカー自身も製造コストの合理化、設備の合理化、

人件費の合理化、物流の合理化、共通部品の使用の仕方等よる合理化。また、メーカー

は下請けに対して現価低減運動の要請をしております。それから、メーカーは海外から

の部品の仕入れ、海外での車の生産をしております。また、新興国から部品を仕入れる

ことで、車の製造コストの削減をするなど、今申し上げました様々な問題をクリアしな

がら、コストを下げ 1台でも良い車を安く世の中に出そうというのが、私ども協会加盟

社 12メーカーの基本です。 

しかし、車は 3万点ほどの部品で作成されていますが、この部品を全部海外から（中

国、韓国、タイ）から仕入れるとなると、国内の 2次、3次下請けから失業者がでて大

変なことになります。したがってこの辺を上手く住み分けていかなくてはなりません。

また、同様に海外で全部作ってしまう。全部海外で部品を調達して作ってしまう。これ

も日本産業の空洞化に繋がってしまう。この辺を考えて今の自工会の会長の豊田さん

は、とにかくものづくりは日本でやらなくてはだめなのだ。と言っております。しかし、

3 万点の自動車部品の半分以上を外国から仕入れたのでは、日本の 2 次、3 次下請けが

苦しくなる。このようなことから、価格を下げるということは、消費者にとっては下げ

てもらうのが一番良いのですが、自動車業界の活性化を考えながら一緒にものづくりを

していくということが大切ではないかと思います。 

 

それから高見澤さんのご質問の中で、「電気自動車等電気オンリーのシステムでは心

許ないので、発電用と暖房用の小型エンジンを別に組み込むことは難しいことですか。」

ということですが、もちろん今電気自動車というのは普及段階でございます。どこにで

も充電設備がある訳ではございません。いままでのガソリンは入れ始めて 1分もかから

ずに満タンになる。電気の場合はそうはいかない、急速充電でも 30 分から 1時間かか

るので、その間待っていなくてはならない。これを普及させていくということは、業界

が努力していかなくてはならない問題だと思います。そして、お困りの電気があがって

しまった時に車の暖房がなくなってしまうと困る。これは電気自動車の宿命で、電気が

なくなった時には暖房もきれてしまいます。そういう時にはＪＡＦにご連絡をいただい

てすぐ車をとりに来てもらう、というような処置をしなくてはならない。 

もう一つ、ハイブリット車はそういうことがございません。ガソリンを一部使います

から、ガソリンが終るまでは、長い間そこで暖房は取れる。昔今から 50 年位前に空冷

のエンジンの車がありました。これはやはり、ガソリンがなくなれば寒くなるのですが、
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機械ものですから燃料がなくなればだめだと思います。この辺が電気自動車だけの場合

の欠点といえば欠点ですが、ハイブリッドはある程度ガソリンでカバーできますから、

暖房もある一定の時間は保っています。ガソリンがなくなれば室内暖房はやはり厳しく

なってしまう。電気ガソリンがなくなれば厳しくなる。当面はハイブリッドまたはプラ

グインハイブリッドのほうが、電気がなくなった時、暖房は取りやすいと思います。 

以上でございます。 

 

（日本自動車販売協会連合会 齋藤業務部長） 

ご質問された皆様方のご指摘のとおり、負担していただいている自動車関係諸税

については、取得、保有、走行段階あわせて 9種類、約 8兆円をユーザーの皆さん

が負担しています。これはアメリカの 49 倍という極めて過剰な負担となっていま

す。3 年前の 3月に道路特定財源が一般財源化されましたが、これは、国が使途を

道路整備に限定すると約束して課税されていた税金が、一般財源化されている。す

なわち、課税根拠は喪失していると言えます。 

ご存知のように本年 8月に消費増税法が成立しましたが、同 7条に自動車取得税

及び重量税については簡素化、負担の軽減、及びグリーン化の観点から見直しを行

うとはっきり明記されております。民主党、自民党、公明党、3 党合意の中で抜本

的見直しを行うこととして、消費税の 8％への引き上げ時までに結論を得るという

ことではっきりうたわれております。自動車取得税と自動車重量税。これが維持さ

れたまま消費税率が引き上げられた場合、平成 9 年 4 月、諸費税が 3％から 5％に

引き上げられた時、自動車市場は軽を含み 100 万台以上落ち込みました。そのよう

な事から今後、国内の生産、雇用の維持が非常に困難になると予想され、自動車産

業のみならず、国内経済に非常に深刻な影響を与えるといわれております。 

また、自動車は今や生活必需品であり、特に地方では、世帯あたりの複数保有が

常態化しています。その地方ユーザーに大きな負担をかけ、地方と都市部の格差を

助長させる不公平な税制と言わざるを得ないというところでございます。このよう

なことから、昨年自動車関係団体、税制改革フォーラムといたしまして署名活動を

いたしました。全国から 400 万人の署名が集まりました。この署名をもって政府与

党に、2 税の廃止を陳情いたしました。結果的に両税の廃止には至りませんでした

が、その過程でエコカー補助金の復活、エコカー減税が延長されました。しかし、

このような一過性の政策よりも、恒久的な施策が必要なのではと私どもは考えてお

ります。 

自販連本部として、平成 25 年の税制改革に対する来年度の税制改革にむけて陳
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○  エネルギーの供給方法をもっと手軽にできる

ようにしてもらいたい。電気自動車の場合、中に

は家庭で充電できる車種もあるようですが、現在

のガソリンスタンドのように街中で充電できる

場所は、ほとんど見かけられないか、解りにくい

です。 

 

 

○  次世代自動車の種類が多く、環境や自分の生活

スタイルに何が一番合っているのか、また、メリ

ット・デメリットなどが分かりにくく、各メーカ

ー毎に力を注いでいる物を勧められるだけなの

で、メーカーの枠を超えた次世代自動車のパンフ

情時に使う要望書を作成いたしました。要望事項としましては、自動車取得税、自

動車重量税を廃止すべき、ということを強くうたっております。本来この 2税は廃

止すべきです。繰り返しますが、消費増税を行うに当たり、自動車 2税の廃止は絶

対条件であります。また、財源もあるとしております。消費税、これが今後 5％引

き上げられた場合、ユーザーの消費税負担増は地方分で 4000 億円、国分で 9000 億

円に上り、当然のことながら財源は十分にあるとしております。最後には政治の決

断です。税制の抜本改革の議論の中では 2税を廃止する政治判断をぜひとも行って

いただきたいという内容になっております。 

本年度の今後の活動内容として、今月 10月 29 日、私ども自販連、自工会、ＪＡ

Ｆなどとともに共同記者会見を行います。マスコミに向けてこの 2税につきまして

強くアピールし、新聞等に意見広告をだしたいと思っております。また、各政党、

特に民主党、自民党を中心とした関係議員に対し要望活動を、昨年同様強く行うと

しています。地方の活動として、民主与党を中心に地元国会議員に対する要望活動

を、各都道府県の支部長を中心に議員本人に対して、取得税、重量税の廃止を要望

していただく事としています。また、全国のショッピングモールあるいは、ユーザ

ーの集まる場所での街頭宣伝、これも随時行っております。自動車業界団体では、

今年が最後の機会と捉えておりますので、地方からの声も非常に大事になってまい

ります、ぜひとも皆様からのご支援これをいただければと思っておりますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 
 

（協会理事 長澤一臣） 

 皆様からは次世代自動車の普及ということが、地球温暖化の防止のために非常に

大切であるというご理解のもと電気自動車に関してご質問いただきましてありが

とうございます。深い理解をいただいていると感謝致します。 

さて、ご質問の内容ですが、電気自動車の弱点であります走行距離の短さ、それ

を補っていくために充電ポイントの普及という視点でのご質問だと思うのですが、

まず電気自動車の使い方ですが、皆様にご理解頂きたいことは、基本的には家庭で

充電をします。岡田様のご質問には、「家庭で充電できる車種もあるようですが。」

とありますが、全車種家庭で充電できます。ですから、基本は昼間の電気ではなく、

深夜電気。深夜の 11 時から早朝の 6 時まで、割引になっておりますのでその安い

電気コストを使って普通充電という充電方法でゆっくり蓄電をします。それを日

中、お仕事や、レジャーに使うという使い方をします。コスト的にはガソリンと比
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レットなどがあると良いかと思います。 

 

○  チャージする施設と台数が少なく、家庭用電源

への接続にも別途オプションのようなものが必

要だったりと、せっかくの買い替え意欲がそがれ

る感じです 

 

 

○  「充電ポイントの普及拡大とＰＲということ

で、ＥＶ車普及のためには充電ポイントの拡大の

他に、看板などで統一した表示でＰＲし「充電ポ

イントが充実してきたからそろそろＥＶ車を買

おうか。」と思わせることが大切なのではないか

と思いますがいかがでしょうか。私の目には充電

ポイントの表示が映りません。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

べると遙かに安い低コストで車を使うことができます。 

普通充電で手軽にということですが、どのくらいのコストが掛るのかというと、

ＥＶ専用のコンセントがあり、日産自動車にはリーフという電気自動車があります

が、コンセントだけの購入ですと 3,100 円で購入が可能ですが、電気の漏電等が心

配な場合は専用の電気工事が必要となります。そうすると 10 万円から 20万円の費

用が掛かってしまうと言う現状であります。また、電源容量が 100 ボルトの家庭で

すとフル充電で 14 時間。200 ボルトの家庭ですと７時間の充電時間が必要です。そ

れから、先程技術革新による低価格、高性能のさらなる次世代自動車を期待すると

いうお話がありましたが、リーフに関しては今後マイナーチェンジはしますが、も

う少し充電時間も短く、車両価格も安価で購入できるようになります。 

ただそういった形で、後ほど軽トラックのご質問をされていらっしゃいました渡

辺光明様のご質問もありますけれども、限られた走行距離の、限られた用途には電

気自動車は非常に向いていると思います。そういった場合、家庭で充電された電気

でお客様のニーズは満たすことができますが、例えば 100km から 200km 以上の旅行

等をされるとすると、電気自動車は非常に不安です。そういった場合は急速充電と

いう充電方法で、だいたい 30 分です。カラカラになった状態をフルに戻すのに、

30 分です。半分であれば 15 分ですが、そういった急速充電器が、例えば松本市で

は大手企業の駐車場等に設置されました。旅館、ホテル、レストラン、コンビニエ

ンスストア等にも導入されているところもあります。まだまだ普及がそんなに進ん

でおりませんので心配だと思います。ちなみに日産系のディーラーですと多くの販

売拠点に急速充電器を設置しております。400km に１台以上ということですが現在

はもっと進んでおります。ちなみに中日本高速道路会社は、東名高速と、新東名高

速の上下線全てのサービスエリアに設置し、今後も増やしていく予定と伺っており

ます。東日本高速道路会社は、第３京浜に６カ所設置し、来年には関越自動車道に

設置する方針。ここに中央自動車道と、長野自動車道が出てこないのがちょっと残

念ですが、次第に高速道路網にもインフラが整備されていくものと期待しておりま

す。 

岡田様のご質問の中に、「充電設備の設置場所が解らない。」と言うご質問があり

ました。これは、電気自動車のユーザー様にはカーナビゲーションと連動したイン

フォメーションが各メーカーとも付いております。電気がなくなってきますと、「チ

ャージをしてください。」という警告がでます。それと同時に「最寄りの一番近い

充電器はどこにあります。」というインフォメーションがでます。こういったサー
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ビスがありますので、実際に電気自動車を使われておりますユーザー様は、どこに

あるのか解らないなど、心配だということはほとんどありません。ただ、電気自動

車普及のためには、太田様のご意見にありますけれども、充電ポイントが充実して

きたというのがガソリン車に乗っている一般のお客様にも目に見える形になるこ

とが、代替え促進普及に役に立つのではというご意見、全くそうであると思います。

また、地方公共団体、国など連携を取り今日頂いたご意見等を参考にし、次世代自

動車の普及に少しでも役立てられればと考えております。 

それから内山美貴子様のご意見。「次世代自動車の種類が多くどれを選んだらよ

いか解らない。日産に行けば電気自動車を中心に勧めるし、トヨタに行けば、ハイ

ブリッドを中心に勧めるし、それぞれのメーカー系列で勧める車が違うではない

か、ユーザーはどれを選択したらよいか解らない。」というご意見。確かに次世代

自動車といわれるものには、プラグインハイブリッド、電気自動車、クリーンディ

ーゼル車、ハイブリッド車、天然ガス車、水素自動車、燃料電池車、バイオ燃料対

応車といったような様々な車があります。それぞれご指摘のようにメリットとデメ

リットがあります。それを一覧で見たいというお客様のご意見は良く解ります。一

覧でメリット、デメリットを比較する中で、自分の使用の仕方に併せた車選びをし

たいというのは良くわかりますが、自動車販売店の立場からすると、自分の扱って

いる車を売りたいというのが本音です。ですので、協会単位か、行政になるのか、

今後の課題にさせていただきます。今の状況でメーカー系列の販売店単位でこうい

ったものをご提供するのは難しいと思います。ただ、私ども日産系だけではなく販

売店協会に所属している各系列のディーラーでは、それぞれの取り扱いの車の特

徴、長所と同時にデメリットをきちんとお伝えして、お客様の理解の上で車を販売

していくという姿勢をとって参りますのでご安心ください。 

尚、先ほどの充電インフラの件に関して、普通充電と急速充電のお話をしました

が、自然エネルギーである風力発電、太陽光発電。特に太陽光発電はかなり普及し

てきています。その自然エネルギーを活用し、電気自動車に蓄電するスマートハウ

スの基礎の部分が構築され、最近新築のお宅で太陽光発電の設備のついた家が目立

ってきました。先ほど 3,100 円でコンセントが付くとお話しましたが、電気工事も

割安になってきましたので、新築されたお宅ではほとんど標準になっていると思い

ます。地域全体ではエネルギーを効率的に使うというスマートタウンといった物の

中で電気自動車が活用されておりますが、その電気自動車は蓄電器として使えま

す。プラグインハイブリッドももちろん使えますが、東日本大震災のおりに停電等



 - 16 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

でエネルギーの供給が寸断されたという状況の中で、それの対策として蓄電器を活

用した対策をしようという動きがあります。 

例えば日産リーフでいいますと、エアコン、冷蔵庫、電灯等を使用した２日分の

電力を蓄えることができます。先ほどの高見澤さんのご質問で、ヒーターの話があ

りましたが、家庭用の電力の２日分が使えますから今のヒーターを、水を温めてフ

ァンを使用して温風で暖めるのではなく直接電気毛布のような電熱に換えると、な

かなか車の室内は暖まりませんが、非常時の様な場合は家庭で使用する電気の２日

分を蓄電しておりますので、その残量にもよりますが、そういった方式ですとかな

り長時間暖をとることができます。ちなみに現在の電気自動車は水を温めてファン

で暖房をとるというヒーターから、今言った直接の電熱に変わっていくと聞いてお

ります。 

 

（長野県環境部温暖化対策課 松本準樹） 

エネルギーの供給方法、充電インフラの整備ということに関してご質問を頂いて

いるので、私からも補足と言う形でご説明をさせていただきます。まず、エネルギ

ーの供給方法ということで岡田様からご質問を頂いておりますが、電気自動車に関

しては充電器のスタンド整備であるということを県としても認識しております。本

県では県土自体が広いので県内に設置してある充電器の数は隣接する他県と比べ

て引けを取る台数ではないと認識をしています。ただ、充電インフラ自体現在整備

が進み始めた段階ということなので、環境対応車を保有しているユーザーの皆様に

は充電施設などのインフラ整備に関する不安をもってしまうということは申し訳

ないと思います。 

 

次世代自動車に関しては、環境性能に優れた自動車というのが沢山でてきており

ますので、温暖化防止、環境問題といった点からも、県としても普及が進むと良い

と考えております。また、長野県では平成 23 年７月に長野県温暖化対策次世代自

動車推進協議会を設立しました。この協議会では長野県行政だけでなく、自動車業

界の皆様を始め、エネルギー関連の事業者、電力会社、そういった事業者様に加え

まして交通関係の高速道路会社や観光ホテルの事業者等関係者の方々を参集させ

ていただき、電気自動車等次世代自動車普及にかかわる課題の方策について検討を

始めたところです。そういった中、情報共有等の協議をする中、民間企業の中で既

に課題解決に向けて頑張って頂いている方々もいらっしゃるので、県も後押しをさ
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○  次世代自動車と言えばＨＶ車、ＥＶ車に特化さ

れて語られていますが、軽油の活用に注力すべき

である。現在のクリーンディーゼルエンジン車

は、含有硫黄分を画期的に低減させる技術が確立

され、触媒に頼らないエンジンを実用化してい

る。もっとクリーンディーゼルエンジン車の普及

促進に取り組むべきではないか。 

せていただければと進めております。この協議会については、昨年度は本会とは別

に、より個別の事案について協議をする分科会という場を設けています。今回の懇

談会と併せて５回開催されております。 

その成果としましては、充電インフラに限ると、県内の充電設備情報を一覧して

見られる仕組みがあると非常に便利であるという意見を基に、充電器を設置してい

る業者、ディーラーに声をかけて充電器の設置状況についての情報収集を行いまし

た。その結果、今年１月より充電器の設置状況のマップを作成いたしまして、県の

温暖化対策課のホームページに掲載をしております。こちらのホームページは誰で

もご覧いただけます。今回ご質問いただいた「車に乗っていて充電ポイントがなか

なか見つからない。」という意見がございますが、そういった意見に対して多少手

間ではございますが、お出かけ、ご旅行前にホームページをご確認いただくことで、

充電器がどこに設置されているかということを地図上で確認をしていただけると

言うところまでは整備させていただいております。 

充電器の利用・サービスについては、課金が可能となり、新しいビジネスとして

民間の会員制ではありますが、充電サービスの提供を本年９月に一部の民間事業者

で始めたということです。他県での成功事例、先進的な取り組みについて意見交換

させていただいて、関係者間での連携を図りながら効果的な設置場所、設置主体と

充電ポイントのＰＲということと併せまして、県と致しましても充電インフラの整

備が効率的に進むようにしております。以上です。 

 
 

（協会理事 唐沢 英二） 

ご質問いただきましてありがとうございました。佐藤さんのご質問のとおり、結

論を申し上げますと、これからクリーンディーゼルエンジン車は急速に増えて参り

ます。そういう状況の中、電気自動車・ハイブリッド・プラグインハイブリッドを

含めまして先行している環境対応車の中で、ディーゼル車は多少立ち後れましたの

でその分は多少ストロークがあるかと思っております。 

ディーゼル車に関しましては、今から十数年前に当時の東京都知事がフラスコを

回して黒い黒煙は公害だという会見以降、市場に多くのディーゼル自動車が出てい

たのですが、日本のマーケットから売れなくなったので撤退をいたしました。その

中で特に大型バス、トラックの後ろを自家用車で走っていると、大変な臭いと煤が

自分の自動車を襲うという事は皆さんもご経験があろうかと思います。しかし、現
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在のクリーンディーゼルというものは、全く臭いも黒煙もでません。 

国土交通省が、平成 20年に「ポスト新長期規制」というのを設定いたしました。

特にガソリン車には難しい排ガスの部分ノックス（ＮＯＸ）というふうに書きます

が、これは軽油の場合には非常に少ないクリーンなエンジンとなります。これが非

常にフォローになっております。基本的に新しいエンジンを作ることによって解消

する。その中で世界１高いレベルの規制値、日本の国土交通省のディーゼルに対す

る規制が高いのですが、その高いハードルをクリアしたものについて、クリーンデ

ィーゼルという指定になります。取得税、重量税、補助金問題、ガソリン車に対す

る補助金が 9 月 27 日で終了をいたしましたが、ディーゼル車につきましては、来

年の 2 月 28 日まで登録をした車輌全てが金額によって違いますが補助金の対象に

なります。300 万のディーゼル乗用車で補助金が約 18 万円。電気自動車、プラグイ

ンハイブリッド等も対象となっています。 

こういった中でこのクリーンディーゼルは、排ガスの関係で非常に高いレベルで

クリアした。今までのディーゼルと違い非常に完成度が良くなっております。音も

静か、俊敏性もある、従前のエンジンは、色々ご経験をされていると思いますが、

車内ではオーディオもボリュームを上げなくては聞こえない。居住性が悪い。車に

乗っていてもドライビングを楽しむといったレベルではなかった。それが非常に静

粛になった。操安性もよい。それからエコノミーという関係となりますと、今現在

は取得税、重量税の免税となっていて補助金もある。もう１つ大きなことは燃料は

軽油でございます。軽油というのはガソリンよりも約 20％位市価の中では低価格で

す。 

今、日本の中で軽油というのは、産油国から原油を持って参ります。第１に取り

上げるのがガソリン、軽油は言うならば副産物。今の日本の状況は、まだディーゼ

ル車が少ないので、反対に海外に輸出をしております。その輸出量はざっと 1000

万キロリットル、これが非常に安価になっております。今、日本で売っている軽油

はリッター約 125 円から 128 円ということです。それを 1000 万キロリットルかけ

て参りますと、１兆 2800 億という金になります。これが全部輸出に回っておりま

す。これは過剰の燃料となっております。 

そういう状況のなかで、今現在のクリーンディーゼル車は世界で６車種ございま

す。ベンツのブルーテックが２車種、ＢＭＷ Ｘ５、国産では日産のエクストレイ

の２０ＧＴ（X-Trail 20GT）、三菱のパジェロ、マツダのＣＸ５。これはいずれも

比較的高排気量の車です。当然高排気量となりますと 300 万円以上の商品となって
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○  燃費性能は、買い替え時の重要なポイントとな

っている。今後の燃費性能向上は、各車種クラス

きます。ですので、先ほどの補助金となりますと、ガソリンの同価格の車輌と比べ

て高いものですから、18 万から 20 万のレベルの補助金が経済産業省からでている

ということですのでご理解をたまわりたいと思います。 

先ほど申し上げました自動車税の問題が沢山出てきまして、現状の中で税がどの

くらい動いているかということを参考にしてください。本年の 6 月 18 日に長野県

でプレスリリースしております。平成 23 年度県の租税歳入の金額。税務の関係が

色々あります。法人税、事業税、個人県民税などトータルで 1900 億。私どもの業

界、揮発油税というのは、直性ダイレクトではないのですが、車によって消費され

た税額です。自動車税が 333 億円、取得税、新車を買ったときに払う県に入る分と

いうことで、35 億 5000 万。揮発油税が、軽油の引き取り税単独で 185 億。従って

今申し上げました、自動車の関連のところで、3点ピックアップすると 553 億とい

うことで、県の租税の歳入の約 30％位を自動車関連で長野県税の歳入となってい

る。一番高いのは個人の県民税ですが、参考までに 611 億という金額です。長野県

は商売が下手なものですから、法人税はあまり納めておりませんで、380 億となっ

ております。 

これから 13 年、14 年の開発の中でなぜ伸びるかと申しますと、1400cc、1500cc

クラスのディーゼルが出て参ります。これが商品として国内に導入されると、金額

につきましても 180 万とか 170 万とかのレベルです。もちろんグローバルのマーケ

ットですと、軽自動車がヨーロッパの市場でも、アメリカ、中国、オーストラリア、

カナダという、おそらくそういった方向にどんどん流れていくでしょう。日本も同

様にディーゼルの占める比率というのが大きくなってくると思います。解っていた

だいたどうか解りませんが、こんなところでご容赦願いたいと思います。ありがと

うございました。 
 

 

（協会理事 増田 勝） 

 燃費性能の向上ということですが、燃費性能につきましては、究極は排出ガス０

ということが各メーカーの求めている数字ではと思います。しかし車というのは他

にも快適性、安全性と色々な問題がありますので、今はその過程ではないかと思い

ます。その中でハイブリッド、プラグインハイブリッド、クリーンディーゼル、排

ガスゼロという燃料電池、水素車と、最終的にはそこに行くのかと思います。 

今現在の過程では、エコカー減税ということをやっておりますが、今年を含めて

3年間です。エコカー減税の対象車は、平成 17年度の排出ガスの基準におきまして
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渡 辺 光 明 

（ガソリン仕様・排気量・車種）で燃費理論値に

対してどのようなロードマップを考えているの

でしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  現在所有している車は、Ｓ社の軽トラックと軽

ワゴン車を使用しています。また、果樹栽培で生

計を立てているのですが充電式バッテリーを搭

載した作業車を使用しています。ＣＯ2で地球に

悪影響を与えるガソリン、高い価格のガソリンを

平成 27 年度、10 年間で排出ガスを低減しましょうという国の政策がでております。

それを燃費に置き換えて、平成 27 年度の燃費基準というものが定められておりま

す。その基準に対して、すでに達成している・それ以上の基準に達していることで、

エコカー減税が変わってきます。例えば、平成 27 年度の燃費基準を更に 20％達成

している場合、取得税、重量税が免税となっている。すでに 10％達成している場合

75％の減税、すでに達成している場合 50％の減税というように減税処置がとられて

います。エコカー減税には取得税と重量税と自動車税がありますが、その中で自動

車税は燃費基準を 10%、20％超えていると税額の 50％が減免、すでに達成で 25％減

免されます。そのような事から、各メーカーでは平成 27 年度の燃費基準を目指し

て、日々努力をしているというところです。やがてそれに近づけばさらに基準が強

化され、目指すところが示されると思います。今のところはそのようなロードマッ

プです。 

将来的には次世代自動車の開発が急務と考えられますが、各メーカーそれぞれ得

意な分野がありますから、その中で電気自動車、ハイブリッド車、又は最近よく耳

にする第３のエコカーと言われるエンジン性能を更に改良した車種というように

なるのでは。従いまして、この開発が進んでいけば従来の燃費に比べて遙かに燃費

性能の良い車が誕生してくると思っております。環境問題では、燃費だけでなく、

その車を作る過程においてもＣＯ２をださないような、化石燃料を使わないよう

な、製造の方法も開発が進んでいるというような状況でございます。以上です。 
 

 

 

（長野県環境部温暖化対策課 松本準樹） 

充電式バッテリー車、電気自動車の普及に関してお答えさせていただきます。大

枠は先ほど申しましたとおり、県といたしましても協議会を設立して行政だけでな

く、自動車関連産業の事業主様、関係団体の皆様との情報共有と課題の検討を行っ

ております。本件においては二酸化炭素の総排出量の運輸部門。移動に関わる運輸

の部門から排出される割合が、2008 年度には、約 26%ということで、全国では全体

の 18%ということですので、全国と比べても高い割合となっているということが解

ると思います。本県は世帯あたりの自動車保有台数が非常に多く、居住地も分散し

ておりますことから、自動車の保有台数は減らしていくことは難しいと考えており

ます。温暖化対策、エネルギー制約からは、従来のガソリン自動車に比べて二酸化

炭素の排出量の少ない電気自動車の普及につきましては、渡辺様のご指摘のとおり
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購入しなくても良い、充電式バッテリー車を開発

して欲しいです。 

ガソリン使用の削減によるコスト削減効果もありますし、非常に有意義なことであ

ると考えております。こういった充電式バッテリーを搭載した車を使用することも

すごいことであると、読ませていただきました。自動車使用時のガソリン使用量の

削減という観点からいきますと、県でもエコドライブを推進しております。県民向

けの講習会をしております。発進時のアクセル操作、加減速の少ない運転技術を身

につけて頂くことによりまして、走行燃費につきましても 20％程度エコドライブで

改善するといわれておりますので、こういったことについても併せてお勧めしてお

きたいと思います。 
 

 

２ 車の安全確保のための車輌整備点検等に対する要望・意見について 

質 問 者 質     問     要     旨 回          答          要          旨 

 

窪 田 佳 純 
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○  安全確保の為に車両整備点検が大切なのは解

りますが、6 か月に 1 回や毎年となると金銭的に

厳しく、なかなか点検を受けることが出来ませ

ん。定期的に点検をする人には、何か補助が出る

仕組みに出来ないでしょうか 

 

○  車両整備に関しては、経年による材質の劣化、

走行による部品の摩耗についてのみ、随時確実に

点検・整備する事と、運転者に義務付けられてい

る始業点検を行うことで機械としての車の安全

性は保たれると思う。 

現在の車検・点検の制度は車の信頼性が低かっ

た時代の名残で安全確保と言うより業界の収入

確保のためと言う理由も少なからず有る様な気

がしています。 

○  車両の点検は、プロに任せきりにならず、運転

する本人が最低限のことはやらなければならな

い。 

プロでなくても「取扱説明書」を読めば簡単な点

検は出来る。メンテナンス代も自己チェックとプ

（和田副理事長） 

まず、窪田様のご質問「定期点検にメリットはないのか。」ということですが、今の

ところそういった制度はありません。基本的に法定点検は乗用車の場合は１年ごと、ユ

ーザーの負担によります 6ヶ月点検は無くなりましたので、これは負担軽減になってお

ります。ですが、6 ヶ月毎にオイルを交換していただくということが点検のタイミング

では無いかと思いますので、お忘れにならないようにしていただきたいと思います。尚、

各社ディーラーでは色々な整備パックを開発し、お買い得な整備パックを販売しており

ますのでご利用いただければと思います。また、窪田様お伺いしたところ、現在お乗り

のお車は中古車だということですので、例えば大きな整備の場合は、リサイクルパーツ

という所謂リサイクルの部品も格安に手に入る時代となりましたのでご利用をお勧め

したいと思います。メーカー保証もございますので、たまには保証書もご覧いただいて

重要なことを書いてございますので、それをもとにディーラーにご相談いただければと

思います。 

２番目の高見澤様のご意見。定期点検については近年、使用者の責任と言うものが求

められております。平成７年に自動車の性能向上によりまして、大幅に点検整備が簡素

かされました。お乗りになっていただいて点検の度にあまり大きな故障がないというこ

とで、やらなくても良いのではというご意見だと思うのですが、やはりブレーキなどの

ように外見からわからないような分解を必要とする部分もございますので、是非点検に

つきましては、継続をお願いいたします。一方ディーラーのフロントではお客様にアド

バイスをしております。エコドライブの方法など色々耳よりな情報もございますので、

是非お待ちの際に情報を仕入れていただくというのも一つのメリットかと思います。 
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ロにお任せするサービスを併合してやった方が

経済的である。自己点検の励行とディーラーとの

マンツーマンで対応するのが効果的である。 

 

○  近年、自動車が故障して事故になったとほとん

ど聞かなくなりました。これは高信頼度の製品設

計、部品製造及び定期整備点検の結果と考えられ

る。しかし、各社のコスト低減競争激化により部

品の設計保障年数見直し、整備点検項目見直し及

び整備調査時間低減など危惧されている。この状

況下、顧客が最も頼りにしているサービス部門

が、より顧客サイドに立ち不具合の相談などが気

軽にできる場所、時間作りが必要ではないでしょ

うか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  最近、車両整備不良のような車をよく見かけま

す。特にウインカーランプやブレーキランプ等が

点灯していない車の後方を走行していると大変

不安と危険を感じることが多々あります。規制緩

和で 6 か月点検が法定点検でなくなったことも

ありますが、ユーザーの中には走行距離が少ない

と点検をしなくても良いとか、費用面から 12 か

月点検すら受けないと言うユーザーもいるよう

です。 

是非関係機関においては車両整備点検の必要

また、車の保有年数が長くなり、それに伴い皆様が車にお乗りになる時間が長くなり

まして、中古車になる車がでてまいりません。そういう意味ではしっかりと点検をされ

ているお車は大変高く取引されるというメリットもございますので、お伝えしておきま

す。 

それから佐藤様の自主点検を励行していくのだということで、まったくおっしゃると

おりだと思います。ただ先ほども申し上げた通り、見えない部分、あるいはエンジンの

奥につきましては、分解をしてプロが見させていただくということも必要でございます

ので、日常点検はユーザーでお願いいたしまして、12か月点検、車検はプロにお任せい

ただきたいと思います。 

北原様からもご意見をいただいております。ご相談の窓口でございますが、ディーラ

ーの窓口がよろしいかと思います。店舗の窓口もございますが、各社にサービス本部と

言う形で本社に本部機能を備えております。ここでは大変技術的な面、燃費が思ったよ

りでていないという具体的な問題について丁寧に対応しておりますので、色々お気軽に

ご相談をいただきたいと思います。最近は高性能と高精度という車を起用しております

ので、オイルの交換などメンテナンスが行き届かない場合に車の性能を阻害する場合も

出ておりますので、ご理解をお願いいたします。北原さんよりお話しをお聞きしますと、

サービスに行くのだけれど、点検が終りましたというだけで、なかなか自分の乗ってい

る新しい技術の入った商品について説明をしてもらえないというご不満がございまし

て、私どもディーラーといたしましても、お客様との接点を広げて、お客様のお買いに

なった商品の新しい技術、あるいは新しいエレクトロニクスをわかりやすく、ご説明を

する機会を作るようにしていきたいと思いますので、ぜひご支援をよろしくお願い申し

上げます。 

 

（長野運輸支局 山口義典） 

 ご質問に対して技術的な部分に触れながら、ご質問にお答えしていきたいと思い

ます。 

まず岡田様からご質問の定期点検のお話ですが、「定期点検をやらなくてもよい

のではというユーザーさんがいらっしゃる。」と言う事、「点検整備をもう一度広く

周知してほしい。」というご質問、要望でございますが、私どもにとってはタイム

リーなご質問です。9月、10 月は「定期点検整備推進運動」ということで、国土交

通省や自動車販売店協会等関係機関のご支援、ご協力を得ながら運動を推進してお

ります。具体的には、なかなか国のやることですからお金がないとういうことで力

不足のところもございますが「広報活動」、各メディア、新聞、ラジオ等を通じて
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性を今一度広く周知させてほしいです。 

 

○  規制緩和により「前車検」「後整備」が可能に

なっていますが、前車検ではどの程度の不具合が

発見されるものなのでしょうか。また、後整備が

必要な車の整備実施状況や販売店によるフォロ

ーはどのように行っているのでしょうか。 

 

 

○ 事故や故障が多い。また、故障の原因となりやす

い個所や傾向などの統計は有るのでしょうか。あ

るとしたら、それをユーザーにどのように告知し

ているのですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期点検が必要であるという事を訴えていく。あるいはポスターやチラシ。また各

種関係イベント等で広報を進めております。 

次に、運動の一環の中で定期点検はどの位やられているのか、ということです。

「やれ、やれ」と私どもが言うだけでよいのかという所で、各地方自治体、車を仕

事として使用しております運送業者にアンケートを行い、わが身を振り返ってみる

と言う事を昨年からやっております。「あなたの所は定期点検をやっていますか。」

ということを尋ねました。各地方自治体、長野県、各市町村、70 数カ所より回答が

ありました。集計してみますと実施率は約 9割という数字、あとの 1割は残念なが

ら実施していないというような残念な結果で、「定期点検を確実に実施してくださ

い」という話を各自治体に投げかけている状況でございます。 

また、運送事業者に「あなたのところの車の保有台数と、その内の点検整備を何

台行いましたか。」という事をお聞きしました。皆さんお持ちの自家用乗用車の場

合は、12 か月いわゆる 1年毎の点検をやっていれば良いということになっておりま

すが、貨物運送事業者の車は、距離を乗るということと、人や物を運ぶ仕事ですの

でもっと短い周期での点検が必要です。基本的には毎日の始業点検。それから 3カ

月毎の点検。事業用の車というのは厳しいのです。12 カ月点検もございます。それ

ぞれの実施率も、今年のデータは集計中ですが、昨年データでは 7割と少しの実施

率。2 割強の車輌はやられていない。運送業者さんには罰則規定があるのですが、

そういった中でもちょっと実施率が弱い。そのような結果をみますと、広報が足り

ないといわれればその通りです。 

また、一般ユーザーさん達に定期点検の必要性が浸透しているかというところで

す。残念ながら浸透していないという状況にあります。長野県のユーザーの実施率

は 4割に届かない。長野県は平均以下です。全国的には実施率は上がります。何と

かしなければいけないということは我々も認識はしておりますが、お金がない、面

倒くさいという理由で実施率が上がらないというのが実情でございます。そんなこ

とで嘆いてもいられないので、少しでも実施率を上げようと我々も色々取り組んで

おります。整備工場さんの方も取り込んで、車検の時に定期点検もいかがですかと

いうセット等のお願い。このお願いの効果が少しずつ出てまいりまして、昔は 3割

程度であった実施率が 4割近くまで上がり目に見える成果も出てきましたが、まだ

まだ足りないという状況です。ちなみに実施率、長野地域は低いのですが都会は高

い。東京、埼玉、神奈川地区は大体 8割近い実施率。やはり意識が違います。事故

や故障で渋滞を引き起こしたら迷惑をかけるどころか、賠償を求められるという状
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況になることもあります。こういった面からも意識が違うというところで長野県は

実施率が低いかと思われます。意識の面においても定期点検推進について、力を入

れていかなくてはということは認識しております。少しずつですが成果は上がって

おりますのでご理解をお願いします。 

次に、太田様からのご質問で、「後整備」のお話です。最近ユーザー車検（自分

で受ける車検）という方が車検の 1割を占めるほど多くなっております。そういっ

た方の応対をさせていただくと、その 1割の内のさらに 1割程度はご本人さんが行

われている。後の 9割はどんな形のユーザー車検かというと、ユーザー車検の代行

屋さんがやっていらっしゃる。車検の後に整備をする。以前は整備をしてから車検

を受ける、これが「前整備後車検」。今回ここに質問されておりますのは、車検後

の整備、「前車検後整備」。これのフォローが出来ているかとのお問い合わせですが、

正確なフォロー、確実に後整備をやっているかということは、把握できておりませ

ん。そういったユーザーさんについては、国土交通省から「きちんと定期点検、整

備をやってください。」というお願いのはがきを送らせていただいております。た

だ、その後の点検整備の実施状況は追っていっていない、把握できていないという

状況でございます。はがきの効果も検証しなくてはいけないのですが、定期点検に

罰則規定はございません。やらなくても罰金等はないのでそこまでの追求もしにく

い事もありお願で止めているという状況です。このようにフォローまでは国として

はできていない。ディーラー販売店での状況はということですが、販売店としても

フォローはしにくい。各ディーラー、整備工場よりハガキで案内はしているのです

が、なかなか応じてくれないユーザーさんもいらっしゃる。ディーラーさんは、他

の整備工場に定期点検を持っていかれると、お客様に逃げられてしまうという状況

もございますので、そこまでのフォローも全てできているとは言いかねると言う状

況です。 

次に、牧田様のご質問ですが「故障個所、故障原因の告知」ということで、「故

障になりやすい箇所や傾向の統計、またユーザーに対してその告知の方法は」とい

うことです。過去、10 年位前にそのようなウィークポイントと、故障しない所謂ス

トロングポイントの統計はとっておりましたが、大体見えてきたので、今現在その

ような集計をしているところはありません。実は、整備振興会で調査をしていたの

ですが現在は行っておりません。しかし、ウィークポイントはどこかを見る手法は

ございます。例えば、事故を起こした車の「異常個所」そこから追う方法。国土交

通省の統計のなかで、「リコール」（メーカーが製作段階で、いわゆる欠陥が起きる
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○  点検整備の期日が近づくと毎日連絡を下さる

ことに感謝しております。先日、車両の点検整備

を受けた際、疑問に思うところがあり伺ったとこ

ろ、「説明書を読んでください」との回答でした。

それ以降は購入した店舗ではなく、別の店舗へお

願いしたことがあります。同じディーラでも点検

項目や説明の仕方に違いがあるのでしょうか。

尚、現在の店舗には大変満足しております。 

可能性があるものを修理、改善対策をする）でどこが弱くなっているかを見る方法。

しかし事故においては、整備不良に起因する事故は非常に少ない。全体の１％に満

たない状況です。しかし、どこが原因かというのはある程度はっきりしております。

「ブレーキとタイヤ」この足回り、この 2点が非常に多い状況です。タイヤ、ブレ

ーキは摩耗します。そこで、スリップ事故、ブレーキが利かない。そこは良く見な

くてはいけない、良く壊れるところですということでご説明ができるかと思いま

す。「リコール」につきましては、国土交通省のホームページ、ネット上で公開し

ております。色々な箇所で欠陥がでますので、特定の場所を申し上げにくく、どこ

が悪いとはっきり言いきれません。ただ、最近車輌火災、燃料装置関係については

特に注意をお願いしたい。燃料タンクの異常な音、時々出火するといった欠陥は事

故に結びつきやすいということ、また、車が燃えるということは自分の財産が燃え

るということです。因みに火災事故は年間 300 件以上発生しております。最近クロ

ーズアップされておりますが、燃料漏れから火事を起こすという事も実例としてご

ざいます。自分の車は欠陥車ではないかという情報も、国土交通省のホームページ

の「車の不具合情報」といったところや「リコール」という検索をかけていただく

と、ご自分の車に関して調べることは可能ですのでご承知置きください。このよう

な形でユーザーさんに対して、車の欠陥「リコール」につきましては周知させてい

ただいているという状況です。私からは以上です。 

 
 

（宇都宮理事長） 

 玉木様からの車両点検整備に関する質問に対する返答、この件に関しまして大変

不誠実な対応をいたしまして申し訳ございませんでした。業界団体の代表と致しま

して心からお詫びを申し上げたいと思います。また、こういった事はあってはなら

ないと日頃から社員教育を充分に実施し、注意をしておりますが、この様な不誠実

な対応によりお客様に不快感を与えてしまいました。今後絶対このようなことがな

いよう、より教育指導を徹底してまいりたいと思います。この懇談会の内容につき

ましては、資料にいたしまして協会加盟社 29 社、及び 385 社の店舗に配布いたし

まして、今後ともこのような不誠実な対応の無いよう徹底してまいりたいと思いま

す。 

また、自動車業界に対する率直なご意見をいただいた事に関しまして心から感謝

申し上げます、今後もこのような事がありましたら、協会関係者、販売ディーラー



 - 26 - 

各店舗へお申し付けいただければ、この様な問題に関して出来るだけ社員教育を再

徹底してまいりたいと思います。心からお詫びを申し上げまして、自動車業界の反

省と併せまして指導をしてまいりたいと思います。どうもありがとうございまし

た。 
 

 
３ 交通事故防止活動とロードサービスに対する要望・意見について 

質 問 者 質     問     要     旨 回          答          要          旨 

 

松 永 美 樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柗 本 一 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

江 森 澄 人 

 

 

 

 

○  警察署や安全協会、企業、地域等の交通安全防

止活動への取り組みにより、交通事故は以前に比

べて非常に少なくなってきています。しかし、依

然として痛ましい交通事故は後を絶ちません。車

を使用する企業では交通事故に対して啓発活動

の取り組みなど敏感になっていると思います。で

すが、一般の人はつい気が緩みがちです。警察署

や安全協会の用事、交通安全週間など以外にも交

通安全に対する意識付けとして、自動車販売事

業、販売ディーラーの方々の呼びかけなど、これ

以上に何か取り組める事は無いのでしょうか。 

 

○  県外の方から、今の長野県の交通モラルは無法

状態だと言われます。スピード違反・煽りなどモ

ラルはとても酷いと思います。交通事故は起きる

前の予防措置が非常に大事だと言われています。

取締りを徹底的に実施して成果を挙げている県

もあります。 

自動車メーカーも今後は警察とタイアップして

事故防止活動に取り組んで頂きたいと思います。 

 

○  最近の交通事故については、犯罪行為に近い事

案が後を絶たない。一方で交通安全対策が追いつ

いていない感が強い。時代の変化に即した法制の

（警察本部交通企画課 唐沢正典） 

 交通事故を減らすためのご質問についてお答えする前に、簡単に県下の交通事故

の情勢についてご説明申し上げます。昨年、死者 115 名、一昨年 110 名、一昨年ま

では平成 17 年より 6 年連続で交通事故死者は減少、昨年は 5 名増えております。

今年は昨日(10/1)の段階で事故死者のみで、69 名。昨年同期比でマイナス 11 名、

減少率約マイナス約 14％です。けが人は 9,700 名。全国の死者は、3,052 名でござ

います。全国の状況は昨年同期比、マイナス 204 人、減少率はマイナス 6.3％。減

少率では長野県は多少良いという所はあるのですが、秋の交通運動が始まって死亡

ひき逃げ事故が 2件、高速道路では単独のオートバイ事故が、諏訪、その他県内各

地で 7名の方が亡くなるという厳しい状況でございます。そのような状況を踏まえ

て、皆様の貴重なご意見を頂戴して参考にしたいと思います。 

まず松永様からいただきました、「これ以上取り組めることはないのでしょう

か。」という事ですが、おそらく質問の主旨は組織立った会社、団体に属していな

い、高齢者等一般の市民の方はどうすればよいかという事だと思います。そこで、

3点お願いしたい。まず、1点目。「交通安全における一声活動、ワンポイントアド

バイス」を皆さんに積極的にお願したい。まずどうするかということですが、会社

等にお勤めの方は取引先、お客様等に「安全運転をお願いします。」や「この先の

交差点では左右の安全確認をお願いします。」等の声掛けを行う。家庭では、ご近

所のお年寄り、子供たちに対して「夕方、夜出歩く時は明るい服装で、反射材をつ

けよう。」等の声掛けを積極的にお願したい。2点目、反射材の活用。秋から冬にか

けて日暮れがどんどん早まり、特に高齢者、歩行者の方が大変見えにくくなります。

先日、塩尻所管内で下校途中の中学生が事故で亡くなっております。このような危

険性を少なくするために出来る事は、反射材を（歩行者の側）つけるという事です。

私も県庁から黒い背広で帰宅する時には、鞄に夜光反射材をつけております。これ
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改革や安全運動予算支出の見直し（定例的広報や

標語の旗など）を図り、主要交差点や事故多発地

帯に監視カメラを順次増設したらどうか。心理的

抑制と共に事故発生後の円滑な処理に繋がる。 

 

○ 地区でも交通安全ゼロ運動や交通安全推進委員、

育成会などで交通安全教室・講話など開催し、警

察の方々には毎年お世話になっております。あり

がとうございます。今後もご多忙とは存じます

が、この地域ではこの箇所で交通事故が多発して

いる。この場所ではこういう注意が必要との現場

で伺える範囲での情報・説明をしていただけたら

と思います。 

 

○ 道路標識については、場所によって標識の数が多

かったり、時間規制の字が小さくて全情報を確認

しきれない所や樹木などで見え難いところも結

構ある。 

サークル型の交差点は事故要因がかなり減少す

ると思います。飯田での試行結果について注目し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

をつけるだけでも大分違います。夜光反射材の活用をよろしくお願い致します。3

点目、交通ルールを守って模範となっていただきたい。車を運転する時は、「ゆと

りとやさしさ」をもった運転を。歩いている時は、道路の横断は横断歩道を渡り、

赤信号は青になるまで待つ。子供さんたちの良き手本となるようにお願い致しま

す。 

次、柗本様からのご意見ご要望でございます。モラルの関係。長野県の交通マナ

ーはたびたび「あまり良くないよ。」という声が聞こえるのが実態です。安全意識

と思いやりをもった運転をしていただくように、県内外のドライバーに対しまし

て、広報啓発活動をしていきたいと思います。具体的には、隣接警察本部と連携を

とり、新潟、群馬等と共同した活動を考えております。予防の関係は、事故を防ぐ

ための予防が大事ということはごもっともでございます。予防の関係はソフト面で

は交通安全教育活動、ハード面では道路改良等の道路管理者と協力した対策を強力

に推進してまいりたいと考えております。それにつきましても、警察でしか成し得

ないのが交通指導取り締まりです。特に悪質、危険、迷惑性の高い違反に重点をお

いた交通取り締まりを推進して、交通事故の抑止に努めてまいりたいと思います。

お話のございましたスピード、煽り（あおり）等に関しましても、幹線道路、高速

道路を中心に交通機動隊、高速道路交通警察隊を中心として積極的な取り締まりを

行い、ひいては長野県全体の交通マナーの向上につながるよう努めてまいりたいと

思います。自動車メーカーが取り組む事故防止活動との関係でございますが、現状

ではヤングドライバークラブ等の方々に積極的な交通安全活動をお願いしており

ます。またハード面につきましては衝突被害軽減の自動ブレーキが普及してきてい

るところです。不注意による追突事故、衝突時の被害速度の低下をもたらして被害

の軽減につながる事が期待できますので、メーカーさんの今後の動向を注視してい

きたいと思います。 

引き続き江森様からの意見。最近の事故の関係での悪質性と法律関係、監視カメ

ラ等でございます。法律の関係ですが、法の制定は内閣府と国の関係省庁との調整

が必要です。基本的に我々警察は法の執行者でございます。直接法の改正を問議出

来る立場にはございませんが、皆様のご意見、ご要望は上局警察庁等へ報告をいた

しまして、皆様の声を生かせるようにしてまいりたいと思っております。また、今

年は全国各地で通学路における危険運転による多数の死亡者が発生する事故が起

きております。その中で無免許運転の少年等による事故に対する罰則の軽重の議論

が出てきております。現状で無免許運転は罰則が 1 年以下の懲役、罰金は 30 万円
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以下。危険運転ということになりますと 15 年。または死亡になれば懲役 1 年以上

の有期懲役。通常の自動車運転過失致死傷で、7 年以下の有期懲役が決められてお

ります。国の方で無免許運転の罰則の関係を検討に入るということも聞いておりま

すので、国の動向を見守っていきたいと思います。 

続きまして、予算関係でございます。基本的に我々県警は安全運動等で使う予算

はございません。実態は県知事部局生活文化課で予算を組んでいただき、各市町村

で必要な予算取りして関係機関、安全協会等との連携の中で啓発用品を配布させて

いただいたりしているところです。しかし、今後とも経費節減の観点から不要なも

のの見直しにつとめまして、皆さまのご理解を得られるように努力してまいりたい

と思っております。 

最後に監視カメラの関係でございますが、現状で長野県内 8ヵ所の交差点に交通

事故自動記録装置という監視カメラを設置して運用しております。平成 15 年に警

察庁で予算付けをいたしまして、長野県に３基ほど配備。その後日本損害保険協会

様より寄贈をうけ、現状８基の運用をしております。しかし１年間の保守管理費用

が１台約 30 万円かかるという状況も踏まえまして、今後の整備につきましては、

その必要性を慎重に検討していきたいと考えております。 

つづいて、玉木様からの地域に密着した交通安全教室の関係でございます。非常

にありがたいお話でございます。現状の取り組み状況は、各地域毎、交通環境、実

態が違います。事故にも地域毎の特性がございます。大きな重体、重症、死亡事故

が発生した場合には、事故の概要や注意点を地元や県民の方にお知らせをして再発

防止に気を付けて頂くよう、各警察署、交番、駐在所から速報、広報誌等を発出し

て皆様の注意を喚起しております。地元の各種会合に参加させていただいた時にも

地元で発生した事故の話題をとりあげて出席者に注意点を説明しております。特に

死亡事故の発生した際には、各市町村が中心となりまして「交通死亡事故現地診断」

というもことを設けております。これは、市町村、道路管理者、各区役員、老人ク

ラブ、ＰＴＡ、各種団体に警察を加えまして実際に現場を見まして、原因対策を話

し合いの場をもっております。今後とも「交通事故現地診断」という機会を積極的

に活用してまいりたいと考えております。また、小学校、幼稚園等の交通安全教室

では、実際に地域毎の危険個所を踏まえて指導を行うように交通課員等に指示を出

しております。今後とも皆様のご意見、要望を踏まえまして、効果的な交通安全運

動を進められるようにしていきたいと思います。 

続きまして高見澤様からの道路標識の関係ですが、字が小さい、数が多く見えづ
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○  協会としてどのような交通事故防止活動を行

っているのでしょうか。特に、危険運転者（飲酒、

スピード、居眠り等）に対しての対策も考えてほ

しいと思います。 

 

 

 

らいというようなところですが、規制標識については全国統一されております。根

拠は道路交通法の施工例という所できまっております。従いまして全国全く同じ形

になっております。ただ、規制標識につきましては、進行方向の基本的には左側と

いう場所的な制約がございます。もし右側にということになると、道路の上にオー

バーハングという形になります。従いまして、場所的な制約もございますので多少

数が集まってしまうというところも出てきてしまうというところもございますが、

定期的に各警察署では安全点検を行っております。規制に見直し、標識の見やすさ

も含めまして点検をしておりますので、もし見づらい箇所がございましたら、地元

の警察署、私ども本部の方へ話をしていただければ早急に対応させていただきま

す。樹木で見づらいということにつきましては、市町村で管轄のところは市町村で

管理してもらえますが、個人のお宅の樹木につきましては、ご理解をいただいてか

ら伐採という手続きを経ますので、多少動きが遅くなるということが危惧されま

す。できるだけ早急な対応をはかってまいりたいと思います。 

最後に飯田のサークル型の交差点、ラウンドアバウトでございます。メリットは

信号機が不要ということ。大震災の際、通常の台風等で発生する停電の際にも交通

整理に困らない。環境にやさしい、省エネということで注目されております。ご指

摘のとおり飯田市の吾妻町では社会実験を行いまして一定の評価を得られたとい

う事で、本格的な導入を決めております。吾妻町から 500 メートルほど離れた東和

町という交差点でも今年度末までにラウンドアバウトを導入予定で道路改良をす

すめております。東和町というところは今まで信号機のあったところを撤去して円

形の交差点に改良してラウンドアバウトにするというところで、信号機を撤去して

ラウンドアバウトにする所は全国でも初めてというところでございます。以上でご

ざいます。 
 

（協会 上原専務理事） 

 協会では平成 4 年から約 20 年間、交通弱者を対象とした交通安全教室を開催し

ております。園児で教室を受けられた方が、中心的なドライバーになっているとい

う時期を迎えております。内容はトラックを使用した死角、巻き込み、衝突事故の

疑似体験、腹話術、寸劇等で理解を深めた教養をしております。実体験型の教養を

している関係で皆様より好評を得ております。県下各小中学校、高齢者、園児の方

に対して行っています。皆様方もご希望がございましたら、協会の方へご連絡をい

ただければ出向きまして、状況に合わせました安全教室を開催したいと思っており
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○  昨年、片側二車線道路と一車線道路の交差点内

で故障し、車が立ち往生しました。両方の道路と

も１００％車が流れている状態で、一人で故障者

を移動できず、また、手を貸してくれる人も無く、

車の洪水の中で大きな恐怖を感じまして。信号機

が何回か変わった後、道路維持管理者に従事して

いる方２名が故障車を歩道に移動してくれまし

た。 

その後、携帯電話を借用し販売店に連絡しまし

たが、その対応は全く腹立たしい限りでした。販

売店や担当セールスマンの品位がこれ程低いと

は考えていませんでした。納車して終わりではな

いのです。長いお付き合いが出来るセールスマン

と出会いたいです。 

 

 

このタイトルに「ロードサービスが不誠実だ。」

と書いてありますが、私の原稿にはこうは書いて

ありません。電話をしたらロードサービスの方は

きちんと販売店まで送ってくれました。しかし、

販売店の対応してくれた方は「しばらくお預かり

しますと。」それだけです。その後に代車が来まし

た。代車はこすった車です。私は代車には乗って

おりませんので、私の駐車場でこすられたと思い

ます。その他協会といたしましては、春、夏、秋、年末の 4回交通安全運動の時に

街頭指導活動を行っております。各ディーラー拠点毎に構成しております社員の皆

様に、街頭に進出していただきそれぞれドライバーの方に安全運転を呼び掛けると

いう活動を行っています。また、車輌点検教室、交通事故ゼロチャレンジ事業、高

齢者の方のマナー協議会であるすこやか信州交通マナー協議会への支援、協力を行

っております。協会の事業の一端をご紹介申し上げました。以上です。 
 

（増田理事） 

 大島様には大変ご迷惑をおかけしまして申し訳ございませんでした。先ほど、宇

都宮理事長からもございましたが、この苦言につきましては謙虚に受け止めさせて

いただきまして、全社、全ディーラーが徹底するように再教育をしてまいりたいと

思っております。以前は、営業ということでとにかく車が売れた時代がありました。

どんどん車を売れば良いという時代がありましたが、最近長野県では 10 年以上経

過の車が 3割という時代になっています。今の営業は車を売るというより、アフタ

ーサービスをしっかりして、お客様とお付き合いをさせて頂き販売に繋げるという

考えになっております。 

今回、こういう事実があったという事は大変遺憾に感じております。今後、再度

業界としても気をつけていきたいと思います。以上です。 
 

 

 

 

 

（宇都宮理事長） 

 タイトルも間違え申し訳ございませんでした。ただいまの問題は先ほど説明の問

題でも不誠実だということがございました。現在協会員に属している職員約 6,000

人おりますので、こういったことは多々あるのではと思われます。お客様から言わ

れないと全く分からないものです。私ども皆様お客様からの声というものは、非常

に大切な声だと日ごろから受け止めております。今後こういう事のないように社員

教育の徹底をし、また、私共幹部もしっかりと反省をして今後に対処をしてまいり

たいと思っております。大変申し訳ございませんでした。 
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小 野 智 美 

ました。ところが、こすった車をもって販売店に

行ったところ、「いや、この代車は最初から傷がつ

いていた。」とこういうセンスなのです。もうひと

つ、3 年以降の補修部品を契約時に買っていただ

くと安くできるということだったのですが、今回

この事故で 3 年せずに売却しました。セールスで

はいつでもお金はすぐ返せるという話でしたが、

実際には私が売却した車が登録にならないと返せ

ませんとのこと。しかも、預金金利の何十倍の手

数料まで取っている。非常に私は不愉快な思いを

しました。タイトルのロードサービスが不誠実な

のではなくて、この会社のサービス全体がマニュ

アル化されている。最初のセールスは売ったらそ

れっきりです。後は担当の方はちゃんとやってい

る。私がこういう恐怖心に陥った事をだれも聞こ

うとしませんでした。車は非常に大事なものです。

生活になくてはなりません。しかしながら運転し

ている人の命を。周りの人を傷つけたり殺傷した

りする凶器にもなる。それを考えて車を売ってい

ただきたい。それが私の今日のお願です。 

 

○  ロードサービスは、事故が起きた時に利用す

るイメージがあるのですが、交通事故防止とロ

ードサービスはどのような関係があるのです

か。また、具体的なロードサービスの内容を教

えてください。 
 

○ 現在、ＪＡＦの加入手続きは自動車販売店以外に

何処でできますか。車の故障の際、つい自動車販

売店に電話をしてしまいますが、お休みだと次に

ＪＡＦの事を思い出せません。加入手続きがより

簡単にできる方法でコンビニ等に加入パンフレ

ットを配置して頂けるとありがたいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本自動車連盟 田中靖） 

 ＪＡＦ長野支部の田中でございます。ご質問ありがとうございます。窪田様のご

質問のとおり、ロードサービスは事故が起きてから依頼を受けて出動し、救援を実

施するものです。ロードサービスと事故防止の関係ですが、まず「安全安心支援活

動」というものを行っております。「ワンポイントアドバイス」というものですが、

救援作業終了後、お客様の承諾を得て故障箇所以外の部位も点検させていただい

て、修理等必要な箇所を発見した場合は至急ディーラー等の工場に入庫するように

アドバイスを実施し、事故防止及び故障防止を行っております。また地域の安心を

支えるロードサービスカーがパトロールを行うということで、生活安全パトロール

活動を実施しております。昨年度は路上での交通事故、故障車等の認知対処を全国

で 2,119 件実施させていただきました。ＪＡＦの事故防止活動は、企業、団体、学

校等の依頼を受けて行う座学型の安全運転講習会の実施や、50歳以上のドライバー
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を対象とした、長年運転してきた自分の癖を見直すきっかけをつくる、シニアドラ

イバーズスクールの開催を実施しております。更に、小さな命を守る活動として、

チャイルドシートチェックアップを実施し、インストラクターが 1台ずつチェック

を行ない個別のアドバイスを実施しております。また自宅で運転講習会が疑似体験

できる様々なウェブコンテンツを用意しておりまして、ＪＡＦが教える運転苦手克

服ワンツースリーや、車庫入れ、縦列のあいうえお等、ＪＡＦのインターネットの

ホームページに掲載しておりますので、機会がございましたら是非アクセスしてみ

てください。なお、会員の方でなくても一般の方も利用できます。 

次に、具体的なロードサービスの内容ですが、ＪＡＦはドライバーやライダーの

安心、安全のため、そして周囲の交通安全のためにＪＡＦのロードサービスを 24

時間 365 日活動しております。基本的に車に関するトラブルであればどんな内容で

も出動いたします。全国の 23 年度の実施件数は、約 258 万件ございました。長野

支部につきましては 42,000 件ございました。故障内容としましては、バッテリー

上がりが第 1位。全体の 35.7％。第 2位はキーの閉じ込みで 12.05％。第 3位はタ

イヤのパンクで 10.94％となっております。最近の傾向としてスペアタイヤが未搭

載の車輌が増えたことによりまして、タイヤのパンク関係の出動依頼が大変増えて

います。ＪＡＦの受付から配車指令、出動におきましては、最新のシステムを導入

しており、お出かけ先でＪＡＦをご依頼して頂く際には、居場所の分からない場所、

不慣れな場所でもＧＰＳ付きの携帯電話からですと瞬時に場所の特定が可能とな

っております。ＪＡＦでは今後ともサービスの継続的な改善を進めお客様に信頼さ

れ選ばれる迅速で良質なロードサービスをめざしてまいります。よろしくお願いし

ます。 

続いて小野様のご質問ですが、ＪＡＦの加入手続きにつきましては、自動車販売

店、それ以外ですと個人営業の自動車関係、中古車店、自動車の部品販売店等県内

に 284 店ございます。入会の申込書ですが、置かせていただいている店舗は、様々

な業種がございます。カーショップ、ホームセンター、道の駅、ガソリンスタンド、

自動車教習所等県内 187 店舗ございます。その他の入会方法としましては、インタ

ーネットおよび携帯電話から入会申し込みが簡単にできるシステムがございます。

ご質問にございましたコンビニですが、インターネットでご入会いただいたお客様

のお支払いのみでご利用できる状況でございます。コンビニに加入の設置させてい

ただきます件につきましては、現在行われてはおりませんが、今回貴重な意見をい

ただきましたので、本部に相談し前向きに検討させていただきたいと思います。 
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４ 使用済み自動車を資源活用した自動車リサイクルに対する要望・意見について 

質 問 者 質     問     要     旨 回          答          要          旨 

 

江 森 澄 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 野 智 美 

 

○  リサイクルには費用が伴うと思うが、大量・共

同化等で低減させ、更に進めて頂きたい。一方で、

そのまま使用可能な部品などは、一定量を一定期

間保管、流通させる仕組みを作れば長く乗りたい

ユーザーの修理も容易になると思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  車の購入時等で支払うリサイクル料金、その料

金の使途及び収支報告と言ったものを目にする

ことが無く不安です。年に一度新聞等で広く国民

に報告して頂きたいのですが可能でしょうか。 

（仁科副理事長） 

 当協会のやっております長野県中古自動車リサイクルセンターは 15 年ほど前から全

国でもいち早く廃棄自動車の処理に取り組んでおります。結論から申し上げますと現

在、使用済み自動車に係るリサイクル費用につきましては無料ですが、新車・中古車等

車を購入する際にユーザーの皆様にリサイクル預託をしていただいております。預託金

につきましては、車の色々な部品のうちの 3品目、エアバック、フロン、ダスト。これ

につきましては、製造メーカー、仕入れメーカーで責任を持つ事となっており、その費

用は使用者であるユーザーの皆様にご負担いただいております。また、その品目につい

ては適正に処理をしており、その他の部品につきましても、徹底的に分別して収益をあ

げ、その収益によって解体費用と相殺が出来るように経営をしている。現実、リサイク

ルセンターでは施設利用料として 5,000 円をいただいておりますが、分かりやすく申し

ますと車両搬入時の運賃ということになっております。従って事業所のある東御市に直

接持ち込んだ車輌については無料という事となっております。 

効率的な部品等の再利用として、鉄、非鉄、金属、アルミ等は原料として再利用。外

した部品は、そのまま売れるのはリサイクル部品。少し手を加えたものはリビルト部品

として販売しております。エアバックの材料を小銭入れやエコバックに、シートベルト

を反射タスキにしたり、タイヤも植木鉢風にしたり工夫して効率良く再利用しておりま

す。リサイクル率は 38％前後となっております、以上です。 

 

（長野県廃棄物対策課 小林大嗣） 

 リサイクル料金の使途ですが、そもそもリサイクル料金が払われるようになった

のは、元々自動車はリサイクルされている部分が多くあり、部品金属は元々リサイ

クルされていましたが、金属価格の低迷、社会情勢によりまして、リサイクルが頭

打ちになり、路上、空き地に不法投棄が問題となりそれに対する対策として、より

確実に自動車をリサイクルしていくという目的で、自動車リサイクル法が平成 14

年にでき、17 年以降施行されております。先ほどの、シュレッターダスト、エアバ

ック、フロン類については自動車をリサイクルする上で非常に手間とコストがかか

ります。その費用についてはリサイクル預託として、ユーザーに負担していただく

という仕組みで皆さんにお支払いして頂いています。それらを処理するためにリサ

イクル預託金の大部分が使われているという状況です。支払って頂いた預託金は公
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益財団法人である自動車リサイクル促進センターにおいて預かり金として管理運

用されているという実態です。 

実際にユーザーが車を廃車する場合に、支払われた預託金がリサイクル促進セン

ターから車を処理する解体業者、収集運搬をする業者、エアバック、シュレッダー

ダスト等を処理する処理業者等に支払われる仕組みです。これがリサイクル料金の

大部分です。 

尚、中古車を国外輸出する場合や、事故等で一部リサイクル料金を使わない場合

においては、リサイクル料金が余剰資金となり、これを法律に基づいて離島対策（離

島より車を廃車する際の運搬費用）や不法投棄されている車の処理を行政代執行で

片づけをした時に撤去費用として余剰資金が使われております。こういった特定の

使途以外では利用できないように法律で定められております。リサイクル促進セン

ターでの管理運用状況につきましては、自販連より説明があると思いますので、私

からは以上です。 

 

（日本自動車販売協会連合会 齋藤業務部長） 

 皆様からお預かりしたリサイクル料金は、リサイクルセンターにおいて多額の資

金を安全かつ公正に管理することを目的とし、リサイクル法の規定に従い資金管理

業務諮問委員会を設置しております。委員会のメンバーは、環境あるいはファイナ

ンスを専門とする大学教授、ＮＰＯ法人の理事、消費生活に関する広域法人の顧問

等で構成されております。この委員会では預託されましたリサイクル料金の管理業

務を適正に遂行するために必要な審議を行っております。 

参考までに平成 23 年度。昨年 4 月から今年の 3 月までに預託された金額。新車

購入時、引き取り時の合計で 534 億円。台数は 494 万台。再資源化のためにメーカ

ー等に支払われた金額が 256 億円。輸出により所有者に返還された金額は 104 億円

となっております。この結果今年 3月末の預託金の残額は 8,104 億円。この預託金

の運用は元本確保の前提のもと、一定程度市場の金利動向を踏まえて運用収益を確

保することを基本方針としまして、23 年度実績で、国債 78％、政府保証債が 7％と

安定した運用となっています。今申し上げましたリサイクル料金の年度毎の運用計

画、4 半期ごとの預託払い渡しの状況につきましては、リサイクル促進センターの

ホームページに随時載っておりますので、ご確認できると思います。ただし、小野

様のご提案の新聞等による告知は現在行っておりません。今後も未定だとのことで

す。自販連としましては皆様の目に触れやすい所に周知も必要と考えておりますの
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で、リサイクルセンターに今後とも広く周知するように働きかけていきたいと思っ

ております。 
 

 
５ その他 

質 問 者 質     問     要     旨 回          答          要          旨 

 

柗 本 一 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 山 美 貴 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 見 澤 正 和 

 

 

 

 

○  道路事情・駐車場等が改善されていないにも関

わらず国産自動車がどんどん大型化されていま

す。軽自動車も大型化して安全面が本当に大丈夫

なのかと心配になります。輸出先国の基準をその

まま適用しているとの話も聞きましたが、輸入車

の中には日本にマッチした小型化を推進してい

るメーカーもあります。国内環境に合致した車造

りが必要ではないでしょうか。 

また、車の自動化に頼り過ぎたり、自動化によ

って引き起こす事故もあるように思います。この

ような事故を防止する安全装置の開発にメーカ

ーは傾注して頂きたいと思います。 

 

○  飲酒・酒気帯び運転、免許不保持者による運転

などにより、多くの事故が起こっています。あま

りの悲惨さに自動車を運転する側への対応だけ

でなく、自動車本体としての事故防止機能の向上

を切に願います。実際に衝突しない車などが出て

きているとは思いますが、そもそも運転する資格

のない者には、自動車を操作することが出来ない

ような車は開発されないものでしょうか。 

 

○  仕切のない平面の一般道路を双方向から４０

～６０ｋｍ／ｈの速さで走っている状態は、「機

械は故障するもの」「人はミスを犯すもの」との

観点からすると、常に危機に曝されているといえ

（宇都宮副理事長） 

 軽自動車に関しては、14 年前、平成 10 年にそれまでの基準に代わりまして衝突安全

ボディに対応するために、長さ 10ｃｍ、幅 8ｃｍ、ＡＢＳ、エアバックの普及というこ

とによって大きくなったという経緯がございます。普通車についても平成 18 年頃をピ

ークに海外仕様と同じ様に大型化の傾向があったのですが、近年はダウンサイジング化

が始まり、エンジンでいうとリッター数、気筒数を落として、そこに過給機、スーパー

チャージャー、ターボ等を付けて燃費をよくするということが始まっております。ＥＶ

に関しましても、1 人乗り等のダウンサイジング化が始まっております。これはトヨタ

車体が1人乗りを出しておりまして、日産が二人乗りの電気自動車を開発しております。

また、自動車工業会会長であるトヨタ自動車の豊田社長が以前、「その国にあった、道

に合った車を作る。」要は国の道の事情にあった車を作ると言う事をおっしゃっており

ました。大型化というより日本の道にあった車を日本のメーカーが生産していくのがこ

れからの方向性だと思います。安全面に関しては、ミリ波レーダー、アイセンサー、居

眠り感知運転者覚醒装置、またはミリ波レーダー、カメラを使って障害物を避けていく

という技術開発が進んでおります。車社会が高齢化社会となってきておりますので、人

間の反応よりも早く危険を回避するという装置の開発は今後もどんどん進んでいくと

思いますし、実際にミリ波レーダー等のブレーキ装置は実際に採用されている車もござ

います。 

またアルコール感知に関しても、平成 16 年にサーブがアルコールキーというものを

開発し、平成 21 年にトヨタがアルコールインターロック機能を実証、実験中でござい

ます。これも将来的にアルコールを飲んだら車が動かないというものも、現在将来にむ

けて開発中ということが申し上げられます。ＩＴＳシステム等を使用した自動走行等も

今実験中です。将来には、安全かつ運転の補助ができるというハード面のサポートも充

実してくると思います。以上です。 

 

（日本自動車販売協会連合会 齋藤業務部長） 

 自動車のハード面での安全技術に関しましては、平成 3年に国土交通省がＡＳＶ「先
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柗 本 一 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。このことは安全意識の啓発・高揚だけでは解

決できない側面があると思う。従ってハード面の

装置で補う必要があるのではないか。例えば、進

行方向の障害物を検知して停止させる、運転者の

居眠り検知、吸気のアルコール検知などの安全装

置を快適装置より優先して装着するような考え

方を変えていく事が大事ではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今お話にでました、最後のその他の件で安全の

面でございますが、私が申し上げたかったのは、

車の安全というのは、今までの車メーカーは、メ

カを中心に開発をやってきたのです。今はデジタ

ルの時代で、デジタルの安全基準が足りないよう

に思います。私もソフト開発をやっておりますが、

新入社員や他の部分の人たちがパソコンをいじる

時に、我々が考えていないとんでもない操作をす

る訳です。ですから、パソコンをお使いの方は良

く分かるとおもいますが、重要な処理はこれでも

か、「これでもか、これで良いか。」と確認のメッ

セージが出てきます。そういう面がデジタルにな

った今の車に足りないように思う。デジタルとい

進安全自動車の研究開発」を目的とする研究会を立ち上げ、5年毎に研究成果を実証す

る等の政策を行っております。目的は、交通安全対策に於ける車の構造の技術開発を行

い、ドライバーに対する技術的な運転支援による交通事故削減に取り組む事としており

ます。そのＡＳＶの開発、適用性、普及促進が効率的に進められるように産学官が連携

をして取り組んでおります。自動車メーカーはもとより、お客様と接する機会が最も多

い私ども自販連あるいは、ユーザー関連団体も参画しております。これまで多くのＡＳ

Ｖ技術が実際に実用化されておりますが、代表的な技術は、「衝突被害軽減ブレーキ」

皆様テレビ等でご存知のことと思います。その他、居眠り運転に対する制御システムと

しまして、「電気アシスト車線逸脱警報装置」、ふらつき警報等を加え「車輌周辺の障害

物注意喚起装置」として、駐車に対する支援装置として搭載されております。当初これ

らの装置はメーカー各社最上級車のみに搭載されておりましたが、現在は小型車にも標

準装備されておりまして、徐々に交通事故減少に貢献している状況です。国土交通省で

は、先ほど申しました衝突被害軽減ブレーキは、大型トラックに装着を義務付けており

ます。今後、大型バスにも義務付けるとしています。現在は昨年より第 5期としてドラ

イバー過信に関する検討を始めておりまして、技術開発の指針、ガイドライン、これの

策定を行うとしております。アルコールインターロック機能につきましては徐々に開発

が進んでいる状況です。飲酒をした人に対しては自販連では全国的に交通安全対策推進

協議会を中心に、安全対策を実施しております。セイフティーアドバイザーによるドラ

イバーへの啓蒙活動、飲酒運転の根絶を目指しております。以上です。 

 

（宇都宮理事長） 

 柗本様から大変貴重なご意見ありがとうございました。皆様のそういったご意

見、これからこういう事を考えているとお客様が発信すると、現場で働いておりま

すプロはそれについて現場は真剣に取り組む。走れば走るほど空気がきれいな車を

作るとか、そういうことを素人の方がおっしゃると、それに対して取り組むという

ことがメーカーの考え方となっていますので、この場だけでなく普段私どもが皆様

から意見を取らなければならないと感じました。また電気の問題についてですが、

最終的に電気を使用することとなれば今原子力か何かといっている。その発電所か

ら結局電気をもらって自動車が走る。そこまで考えていかなくてはならない。そう

いうことになってまいります。ですので、皆様方からの意見というのは、製造メー

カーに知らせなければならないというのを感じました。貴重なご意見ありがとうご

ざいました。 
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うのは、ご存じのようにタイムラグが限りなくゼ

ロに近いわけで、キーを押した途端に走ってしま

うわけです。今まででしたら、よく新聞でアクセ

ルとブレーキを間違えて突っ込んだという記事が

ありますが、以前私が乗った頃は、必ずクラッチ

があってメカで体感した訳です。それがなくてア

クセルを踏めばすぐ飛び出す。簡単に言いますと、

バックギアにいれるとチャイムがなってバックす

るというメッセージがでます。こんな事はちょっ

とソフトを改良すれば、「バックしますよ。」と日

本語でいえばいいのです。チャイムは沢山色々な

ところで鳴ります。高齢化になれば、これだけお

年寄りが運転するわけですから、そういう配慮が

必要であると思いますし、また、アクセルとブレ

ーキを踏み間違えた時は前と後ろに広角の安いレ

ンズをいれておけば必ずストップする訳です。ト

ヨタさんが偉いと思ったのは、ハイブリッド車と

か電機自動車に、歩行者にスタートする時に気が

つかない。今のハイブリッド車にはスタートする

時に小さな音が出るように改良されています。こ

れが、「これでもか、これでもか。」という安全だ

とデジタルの時代は必要だと思います。そういう

意味では各メーカーさんも、もう少し安全にお金

を使いソフト開発者を増やしていただきたいと要

望します。 

もう 1点、先ほど電気自動車の話がでましたが、

電気自動車というのは家庭の充電が基本とおっし

ゃいましたが、家庭で充電して遠距離、200km、

300km、雨でしたらワイパー、夜間でしたライト、

エアコン等つけて走れば、もっと走れないわけで

す。しかも急速充電しますと、約 30 分以上かかり、

バッテリーは酷使されます。我々ガソリン車でこ
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高 見 澤 正 和 

れまで便利になったものを、そこへ戻す事はむり

だと思うのです。各メーカーさんも各々で自動車

を開発されていますが、一番の問題はバッテリー

だと思います。モーターは今の技術は克服できる

が、バッテリーは簡単には克服できないと思う。

私は素人ですが、提案したいのはバッテリーのス

テーションを各メーカーや国が共同でどこでも良

いので作れば良いと思います。道の駅や、ガソリ

ンスタンドはこれからどんどん営業ができなくな

るので代わって貰う。また、各メーカーとも容量

毎のバッテリーのサイズ、取り付け位置を工夫し

共用化する。そのようなステーションに入ったら

10 分程度で交換できるような装置にすれば、こん

な便利なものはないし、普及すると思います。た

しかに難しい話です。しかし、トヨタさんは将来

のバッテリーのために自分で会社を作られている

ようですし、どうせバッテリーが最終的に問題に

なる訳ですから、各メーカー共同で、そういう大

きな事を考えていただければと提案させていただ

きます。以上です。 
 

 

 

 まず今日の会議資料の 1 ページ目ですが、発電

用、暖房用というふうに私が書いた通りに原稿を

作っていただいたのですが、この発電用というの

は自分の車のバッテリーを充電するためというの

ではなく、その一晩ラジオを聞けて灯りがとれれ

ば良いという程度の発電という意味です。そのよ

うな意味でご理解いただきたいと思います。また

今理事長さんの話にありましたが、車がクリーン

に走るということについて、電気を使うことに修

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（宇都宮理事長） 

 ありがとうございました。ソーラーカーというが、今大学で実験研究されており

ます。そういうものもいずれ出てくると思います。また水素で走る車、2015 年あと、

3 年後位に市販されるということも発表されております。このエコ関係の技術は世

界で日本が最高ということですので、ソーラーについても水素についても私どもは

期待しております。皆様方のご意見も大変重要なことですので、私どもメーカーに

伝えていきたいと思います。本当に貴重なご意見ありがとうございました。 
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練していくのか。それとも、燃料電池、燃料発電

を研究されているのか。いずれにしても電気を使

うという事は走る時は全く公害がない。全くクリ

ーンなのですが、日ごろ思っているのは、作って

（発電）、運ぶ（送電）、この部分が一番自然に負

担をかけると感じています。車が全て太陽光で走

れるわけではないのですが、例えば研究段階だと

思うのですが、塗装材に発電素子、そのような事

を大学で研究しているということを聞いたことが

あります。そういう事も出てきて、自分の車のあ

る面積のなかで太陽光発電ができるようになるか

どうか、それとも全く見通しが立っていない状況

かどうか。いずれにしても電気で走るのはよいの

ですが、作って運ぶことについての考え方を頭の

中にいれて、電気自動車の開発を進めていただき

たいと思います。 
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【協会長まとめあいさつ】 

本日は大変お忙しいところ長時間にわたりまして、ご討議いただきありがとうございました。協会としてこれから

第一に取り組まなくてはならない問題、税金よりも何よりもご指摘をされた、お客様の事を忘れた態度、商人の原

点に反する態度、これを第一に襟元を但し協会全体で対応しなければなりません。本日の懇談会とは別に、協会と

して「ユーザー1000 人に聞くアンケート」も実施しております。このアンケート内容について、ユーザーの皆様に

満足な対応が出来るような内容を事務局で考えて行かなくてはなりません。また、1000 人だけではなく、他の方法

でもっと広くお客様の声を聞く必要があります。自社のお客さまとの取引時に不誠実な対応があれば直接ご注意を

された場合には即時に言動を正し対処しなければ、お客様が納得されずディーラーとの取引をすぐ止めて他の販売

店に移行される、そのお客様に再度ご通知しても自社にはもう返事がもらえないという状況となります。ですから、

協会としてユーザーの皆様方に何らかのアンケート調査を実施すれば、色々な事案についての返答が貰えるのでは

ないかと思います。そういう隠れた状況を協会としても、色々な角度から検知し対応をしなければなりません。 

また、自動車販売ディーラーとして第一に考えなくてはいけないのは、お客さまとの対応を基本から見直していく

事ではないかと思います。大変貴重なご意見ありがとうございました。 

今後、日本経済の中で自動車業界はどうあるべきか、その中でお客様にとって安全・安心、そして環境にやさし

い車づくりに取り組む必要があり、国や行政と密接な連携を取り日本の自動車産業が国内で活性化する為の施策に

も取り組まなければなりません。 

税制問題では、ユーザーの皆様からのご意見、特に暫定税率の廃止について国へ要望しておりますが、それに代

わる代替財源として、環境税・走行税の創設と増税問題が財務省からでています。暫定税率が廃止されても代替案

が出て、結局減税に結び付かない。このような事を無くさなければ日本の活性化とは結びつきません。また、日本

に外車を輸入する場合に関税は一切掛かりません。アメリカでは 2.5％乗用車に掛けています。ＥＵでは大体 10％
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乗用車には掛けています。財務省が唱えております代替財源については自動車輸入に関税を掛けてそれを財源とし

て頂きたいと、個人的に思います。いずれにしろ、税の問題は政局を見つめながら財政の中にどう組み込むかが問

題です。 

本日は皆様方から大変貴重なご意見を沢山いただきました。協会関係者は懇談会の内容に沿って直ちに各関係機

関への対応をお願いし、安全で安心な環境づくりに邁進致します。そして住みよい社会を構築すべく、取り組んで

まいりますので、隠れた問題があればどんどんご意見をいただきたいと思います。本日は、ご多用のところ出席し

て頂き、皆様方の貴重なご意見を伺う事が出来ました。これを冊子に致しまして、本日ご参加の皆様方と２９社の

協会加盟社の各営業所へ配布させて頂きます。 

本日は大変長時間にわたりまして、ご出席いただき心から御礼申し上げます。ありがとうございました。 

 

以上 


